
　　　平成１９年１１月改訂の「日本標準産業分類」は、情報通信の高度化、経済活動のサービス化の進展、

＜主な改訂内容＞

1 「農業・林業」

　全産業に占める農業及び林業の割合及び農業と林業に係る施策の現状等を踏まえ，「農業」

と「林業」を統合し，大分類「農業，林業」を新設。

2 「鉱業，採石業，砂利採取業」

　「鉱業」における「採石業，砂・砂利・玉石採取業」の事業所数が約84％と大半を占める状況を

踏まえ，名称を「鉱業，採石業，砂利採取業」に変更。

3 「運輸業，郵便業」

　　郵便事業株式会社の発足及び活動の方針を踏まえ，Ｉ－運輸業に中分類「郵便業」を新設し，

その多くが運輸業関係者である「信書送達業」を，Ｈ－情報通信業から分離，統合し，新設。

4 「不動産業，物品賃貸業」

　ファイナンス・リースを含む「物品賃貸業」の活動が，売買，賃貸，管理といった「不動産業」の

活動により近くなったこと，近年，不動産リースが行われていることなどを踏まえ，Ｑ－サービス業

（他に分類されないもの）」の中分類「物品賃貸業」とＬ－不動産業を統合し，新設。

5 「学術研究，専門・技術サービス業」及び「生活関連サービス業，娯楽業」

　Ｑ－サービス業は，前回改定後による分割後も増加を続け，事業所数は全産業の約５分の１，

従業者数は全産業の約５分の１，従業者数は約６分の１を占め，各種経済活動が混在。

　学術研究，専門・技術サービス及び広告に関する分野は，事業経営の高度・専門化及び多様

化等に伴い，産業規模が拡大していることなどから，Ｑ－サービス業から分離して，大分類を新設。

　生活関連サービス業，娯楽業に関する分野は，生活様式の変化に伴う消費者ニーズ多様化，

余暇時間の増大等に伴い，産業規模が増大していることから，Ｑ－サービス業から分離して新設。

6 「宿泊業，飲食サービス業」の統合・再編

　客の注文で調理した飲食品を提供するテイクアウト・デリバリーサービス等の比率が高くなった

ことを踏まえ，Ｊ－卸売・小売業からそれらを分離し，Ｍ－飲食店，宿泊業と統合し，新設。
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　　事業経営の多様化に伴う産業構造の変化に適合するよう全面的に見直したものである。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ


